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平成27年度厚生労働科学研究費補助金 

障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野））分担報告書 

 

障害福祉サービスにおける質の確保とキャリア形成に関する研究 

サービス管理責任者等養成研修の現状と課題（分担研究報告書１） 

 

分担研究者 高木 憲司 （和洋女子大学 准教授） 

 

 

研究要旨： 

 障害者自立支援法によって平成18年4月より、障害福祉サービス事業所にサービス管理責

任者（後に児童発達支援管理責任者も追加、以下「サービス管理責任者等」という）の配置

が規定された。そのため、都道府県においてサービス管理責任者等の研修が毎年開催される

ようになった。同時に厚生労働省はサービス管理責任者指導者養成研修を毎年実施してきた。

本研究では、障害福祉サービスの質の確保とキャリア形成の観点から、サービス管理責任者

等研修に関する現状を概観し、これらの研修修了者に対するサービスの質が確保されている

かの先行研究を取り上げ、サービス管理責任者等研修の現状と課題を明らかにすることを目

的とした。その結果、①現在のサービス管理責任者等研修だけではサービスの質の確保が困

難であること、②現在実施されていない更新研修及び現任研修に対するニーズがきわめて高

いこと、③研修内容特に分野別研修が実態に即していないため現場における研修の有効性が

低いこと等が明らかになった。 

 これらの先行研究の成果から、①更新研修によるフォローアップの機会の提供、②専門分

野やマネジメント分野のスキルアップのための研修機会の提供、③分野別研修の統合を図り

サービス管理責任者等のミッション、機能、役割等の明確化、そのための基本的な知識やス

キルの習得に重点をおくこと等の課題が浮き彫りになった。 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 平成１８年４月より障害者自立支援法

が施行され、サービス管理責任者（後に児

童発達支援管理者も追加、以下、「サービ

ス管理責任者等」という）が障害福祉サー

ビス提供事業所に配置されるようになっ

た。そのため、都道府県においてサービス

管理責任者等の研修が毎年開催されるよ

うになった。同時に厚生労働省はサービス

管理責任者指導者養成研修を毎年実施し

てきた。障害福祉サービスの質の確保とキ

ャリア形成の観点から、本研究では、①サ

ービス管理責任者等研修に関する現状を

把握すること、②サービス管理責任者等の

研修のあり方に関する先行研究を調査し、

サービス提供従事者のキャリア形成の観

点からサービス管理責任者等の研修の課

題を明らかにすることを目的とした。 

 

 

Ｂ 研究の方法 

１．調査の手続き 

 サービス管理責任者等の研修の現状と

課題を明らかにするために、まず、サービ

ス管理責任者等の研修システムを把握す

る。その後、サービス管理責任者等の研修

に関する調査研究の文献研究を行う。 

２．文献調査対象 

 サービス管理責任者等の研修システム

に関しては、障害者総合支援法並びに政省

令、国が主催するサービス管理責任者等指

導者養成研修の研修資料を対象とした。 

サービス管理責任者等の研修に関する研

究は少なく、サービス管理責任者等の研修

に関する調査研究の文献研究は、平成24

年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業

「障害福祉サービス事業におけるサービ

ス管理責任者養成のあり方に関する調査」
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（以下「H24調査」という）を対象とした。

H24調査からサービス管理責任者等養成に

おける現状と課題を明らかにするととも

に、ニーズ分析と設計の作業を行い、研修

体系案と研修プログラム案（素案）の作成

へつなげる。 

 

（倫理面への配慮）                          

 本研究は、法律及び政省令、国の指導者

養成研修の資料であること、また文献研究

であることから、倫理面への配慮は特段必

要ないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．サービス管理責任者等の法律的な位

置づけ 

（１）障害福祉サービス事業者等の責務 

障害者総合支援法の第42条に「指定障害

福祉サービス事業者及び指定障害者支援

施設等の設置者の責務」が以下の通り規定

されている。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

指定障害福祉サービス事業者及び指定障

害者支援施設等の設置者(以下「指定事業

者等」という。)は、障害者等が自立した

日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、障害者等の意思決定の支援に配慮

するとともに、市町村、公共職業安定所そ

の他の職業リハビリテーションの措置を

実施する機関、教育機関その他の関係機関

との緊密な連携を図りつつ、障害福祉サー

ビスを当該障害者等の意向、適性、障害の

特性その他の事情に応じ、常に障害者等の

立場に立って効果的に行うように努めな

ければならない。 

２ 指定事業者等は、その提供する障害福

祉サービスの質の評価を行うことその他

の措置を講ずることにより、障害福祉サー

ビスの質の向上に努めなければならない。 

３ 指定事業者等は、障害者等の人格を尊

重するとともに、この法律又はこの法律に

基づく命令を遵守し、障害者等のため忠実

にその職務を遂行しなければならない。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

また、児童福祉法においても、第21条の

５の17において以下の通り規定されてい

る。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

指定障害児通所支援事業者及び指定発達

支援医療機関の設置者（以下「指定障害児

事業者等」という。）は、障害児が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、障害児及びその保護者の意思を

できる限り尊重するとともに、行政機関、

教育機関その他の関係機関との緊密な連

携を図りつつ、障害児通所支援を当該障害

児の意向、適性、障害の特性その他の事情

に応じ、常に障害児及びその保護者の立場

に立つて効果的に行うように努めなけれ

ばならない。  

２ 指定障害児事業者等は、その提供する

障害児通所支援の質の評価を行うことそ

の他の措置を講ずることにより、障害児通

所支援の質の向上に努めなければならな

い。 

３ （略） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

同様に、第24条の11においては以下の通

り規定されている。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

指定障害児入所施設等の設置者は、障害児

が自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、障害児及びその保護者

の意思をできる限り尊重するとともに、行

政機関、教育機関その他の関係機関との緊

密な連携を図りつつ、障害児入所支援を当

該障害児の意向、適性、障害の特性その他

の事情に応じ、常に障害児及びその保護者

の立場に立つて効果的に行うように努め

なければならない。  

２ 指定障害児入所施設等の設置者は、そ

の提供する障害児入所支援の質の評価を

行うことその他の措置を講ずることによ

り、障害児入所支援の質の向上に努めなけ

ればならない。  

３ （略） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

以上のように、障害者総合支援法及び児

童福祉法に規定されたように、指定障害福

祉サービス事業者、指定障害者支援施設、

指定障害児通所支援事業者及び指定発達

支援医療機関、指定障害児入所施設におい

ては、関係機関との緊密な連携を図るとと

もに、サービスの質の評価等によりサービ

スの質の向上に努めなければならないこ

ととされた。 



18 

 

 

（２）サービス管理責任者等配置基準 

 障害者総合支援法第 42 条、児童福祉法

第21条の５の17及び第24条の11を根拠

として、サービス管理責任者の配置を「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準」に、また、児童発達支援管

理責任者の配置を「児童福祉法に基づく指

定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準」及び「児童福祉法に基づく

指定障害児入所施設等の人員、設備及び運

営に関する基準」に規定した。 

 この規定に従い、表１に示す障害福祉サ

ービス事業者等にサービス管理責任者等

を配置しなければならないこととされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 サービス管理を行う者と事業者 

 

 
 

 さらに、「指定障害福祉サービスの提供

に係るサービス管理を行う者として厚生

労働大臣が定めるもの等」（厚生労働省告

示第 544 号）において、具体的にサービス

管理責任者等の要件を規定している。図１

及び図２に示す実務経験の要件を満たし

た者で研修を修了した者がサービス管理

責任者等として配置される。研修は、相談

支援従事者初任者研修の講義部分（11.5

時間以上）とサービス管理責任者研修の講

義及び演習（19 時間以上）から構成され

ている。 

 

サービス管理を行う者 障害福祉サービス事業者
生活介護事業者
療養介護事業者
自立訓練（生活訓練）事業者
自立訓練（機能訓練）事業者
就労移行支援事業者
就労継続支援A型事業者
就労継続支援B型事業者
就労移行支援事業者
共同生活援助
児童発達支援事業者
児童発達支援センター
障害児施設入所支援

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者

図 1 サービス管理責任者等の要件 
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図 2 サービス管理責任者等の実務経験 
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２．サービス管理責任者等の研修の現状 

（１）研修の体制 

研修の体制については、図３の通り、国

が実施する指導者養成研修を受講した者

が都道府県の講師となり、各都道府県研修

を実施する体制となっている。 

演習は分野別（介護・地域生活（身体）・

地域生活（知的・精神）・就労・児童）に

分かれて実施することとなっており、例え

ば、介護分野の演習を受けてサービス管理

責任者となった者は、就労や児童など他分

野のサービス管理責任者とはなれないた

め、再度受講する必要がある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研修の内容 

図 3 サービス管理責任者等の研修体制 
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 現行のサービス管理責任者研修の標準カリキュラムを図４に示す。 

 
サービス管理責任者研修事業の実施について（障発第 0830004 号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

図 4 サービス管理責任者研修標準カリキュラム 
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３．サービス管理責任者等研修の課題（Ｈ

24調査より） 

（１）Ｈ24 調査結果から導き出された課

題 

 

【サービス管理責任者の現状における課

題】 

●サービス管理責任者養成研修受講時の

受講者の質およびサービス管理責任者資

格取得後におけるサービス管理責任者の

質の担保が困難である。 

●サービス管理責任者として質の高さが

求められていない。結果としてサービス管

理責任者個々のモチベーション、施設・事

業所のサービス管理責任者業務に対する

モチベーションとも高まらない。 

 

【養成研修の課題】 

●更新研修および現任研修に対するニー

ズが高いにも関わらず、現状では１度の養

成研修のみしか規定されていない。（更新

研修・現任研修がない） 

●研修内容（特に分野別研修）が実態に即

していないため現場における有効性が低

い。 

 

（２）調査結果から導き出された課題の

整理 

●サービス管理責任者の質の担保につい

て 

→ 更新研修の実施： 

サービス管理責任者資格取得後も一定

期間ごとの更新研修の受講を義務付ける

ことにより最低限必要な知識・スキルを担

保する。 

●研修実施主体である都道府県の負担軽

減について 

→ 研修の統合： 

現場において有効性が低い分野別研修

の内容を吟味し、初任者研修において統合

する。これにより研修実施主体である都道

府県の負担軽減を図る。 

●サービス管理責任者の質の向上につい

て 

→ 実務者研修の導入： 

統合された分野別研修を実態に合わせ

て事業別や障害特性別等の研修や、さらな

るレベルアップを目指す等の個々のニー

ズに応じた研修等のプログラムを提供す

る。（現行の分野別研修で行われていた専

門性に関わる内容についても補完する） 

 

【サービス管理責任者養成研修体系の方

向性】 

●研修体系を一度の養成研修のみでなく、

サービス管理責任者取得後も更新研修に

よるフォローアップ機会と、さらに自らの

専門分野やマネジメント分野のスキルア

ップのための研修機会を提供する 

●分野別研修については、現状において研

修内容が現場のニーズと必ずしも合致し

ていないと考えられるため統合し、サービ

ス管理責任者養成研修においては、サービ

ス管理責任者のミッション、機能、役割と、

そのために必要な基本的な知識・スキルの

修得に重点を置く 

 

（３）導き出されたサービス管理責任者

の『ミッション』 

①サービス利用者に対する基本姿勢の理

解 

利用者に対してどのような考え方のも

とに何を提供するのかについての理解 

②サービスの質の担保 

利用者のニーズに適切に対応したサー

ビスの提供 

③地域づくりのメンバーとしての役割 

地域との関係性の構築に積極的に参加

し、利用者を地域全体で支える 

④支援会議の運営 

他職種との協働による支援を円滑かつ

効率的にマネジメントする 

⑤サービス提供者の育成 

自らの成長（セルフマネジメント）のみ

でなく、事業所のサービス提供者の成長を

促し、サービスの質の向上を目指す 

 

（４）研修体系のイメージ 

上述の考え方のもと、以下の研修体系を

提案した。 

Ⅰ.サービス管理責任者養成研修： 

サービス管理責任者養成研修でサービ

ス管理責任者のミッション、ベースとなる

基礎知識・技術、個別支援計画作成技術・

ノウハウを習得 

Ⅱ.更新研修： 
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サービス管理責任者取得後も必要とな

る法制度の更新等 

Ⅲ.専門コース別研修： 

サービス管理責任者個々の提供サービ

ス内容や、個々のスキルの不足部分・必要

部分に応じた研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）サービス管理責任者養成研修の将

来的に進むべき方向等について 

H24 調査では、提言として、現状ですぐ

に着手できなくても、制度変更も含めて将

来的に進むべき方向として以下が考えら

れる、としている。 

①サービス管理責任者の質の担保につい

て 

養成研修受講時点において必要な知

識・スキルを要していない受講者を除外す

るためのスクリーニング、研修修了時の質

の担保のための試験の実施等を検討する。 

・経歴（指導員歴、主任歴等）による受講

資格の設定 

・受講資格を有さない場合：事前研修の受

講や養成研修受講のための試験の実施 

・研修修了試験の実施 

・研修修了時の力量が不充分な場合の再履

修 等 

②研修実施主体について 

都道府県による研修実施が限界に近い

状況にある。今後Ⅲの専門コース別研修を

実施する場合には、既存の団体との協力や

指定制度の活用、新たな団体設立を含めた

体制作りの検討が必要と考えられる。 

・自立支援協議会との連携の検討 

・地域の支援会議での実践の学び 

・学校法人、社会福祉協議会等による法定

研修の実施（指定制度の活用等）の検討 

・サービス管理責任者の質を担保する団体

設立の検討 

③基礎研修の他資格とのタイアップの可

能性について 

養成研修の研修内容あるいは試験内容

の一部ないし全部を社会福祉士・精神保健

福祉士等の国家資格と共通化(タイアップ）

する可能性の検討。要件を十分に吟味した

うえで基礎研修の部分を他の国家資格と

共通化すれば、都道府県が養成研修におい

て責任を負う必要がなくなる可能性があ

る。 

④施設・事業所およびサービス管理責任者

のモチベーションについて 

質の高いサービスを提供する施設・事業

所およびサービス管理責任者に対してイ

ンセンティブを提供することが必要では

図 5 サービス管理責任者養成研修体系のイメージ（H24 調査） 
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ないか。例えば初任者研修受講後の期間（5 

年間）に受けたⅢ専門コース別研修の受講

内容に応じて更新研修後に加算がつく、さ

らに 5 年後以降のⅢ専門コース別研修の

受講に応じた加算がつくといった体系の

検討が考えられる。 

具体化のためには、まずはⅢ専門コース

別研修のような専門研修のようなものは、

都道府県が認めた研修で、年間の取得単位

数を決めて道をつけるために県が指定し

ているという公的位置づけがあることが、

将来的に加算要件となるためには重要と

なる。 

⑤サービス管理責任者の地域への参加の

推進について 

サービス管理責任者のミッションのひ

とつである地域づくりのメンバーとして

の役割を推進する。その方法の一つとして、

自立支援協議会への参加を促すために自

立支援協議会におけるサービス管理責任

者の役割と機能を明示した上で、サービス

提供部会を設置するなど、サービス管理責

任者が参加しやすい環境づくりを行う。 

 

Ｄ．考察 

H24 調査結果から導き出された課題と課

題解決の方向性 

 サービス管理責任者については、事業所

内での個別支援計画作成をはじめとした

利用者支援のマネジメント、また、サービ

ス提供職員への指導・助言などが業務とな

っており、事業所における支援の要である

にもかかわらず、その質の担保は図られて

いない現状がある。これを打開するための

一つの方策として、研修体系の面から質の

担保を行っていく方法が有効であると考

えられる。特に、更新研修および現任研修

に対するニーズが高いにも関わらず、現状

では更新研修・現任研修が設定されていな

い。また、研修内容（特に分野別研修）に

おいて、身体障害者のグループホーム分野

であっても「地域生活（知的・精神）」の

研修を受講することとなっているなど、実

態に即していないため現場における有効

性が低くなっている。 

 サービス管理責任者の質の担保を図る

ために、更新研修および実務者研修の実施

が提案されている。これらについては、都

道府県やサービス管理責任者からもニー

ズが高く、実施に向けた具体的提案が必要

になると考えられる。 

研修実施主体である都道府県の負担軽

減を図るために、現在、5分野に分かれて

いる研修の統合について、具体的な提案が

必要になると考えられる。さらに、統合さ

れた分野別研修を実態に合わせて事業別

や障害特性別等の研修、さらなるレベルア

ップを目指す等の個々のニーズに応じた

研修等のプログラムについても提案が必

要となるであろう。 

サービス管理責任者養成研修体系の方

向性としては、研修体系を一度の養成研修

のみでなく、サービス管理責任者取得後も

更新研修によるフォローアップ機会と、さ

らに自らの専門分野やマネジメント分野

のスキルアップのための研修機会を提供

することが必要であり、そのための研修体

系の構築及びプログラム、テキストの作成

が必要となる。また、分野別研修について

は、現状において研修内容が現場のニーズ

と必ずしも合致していないと考えられる

ため統合し、サービス管理責任者養成研修

においては、サービス管理責任者のミッシ

ョン、機能、役割と、そのために必要な基

本的な知識・スキルの修得に重点を置く基

礎的な研修と、サービス提供職員に対して

指導・助言が行え、支援会議の運営や地域

との連携ができる人材として育成する実

践的な研修を実施する必要があると考え

られる。 

 

Ｅ．結論 

 サービス管理責任者等の法的位置づけ

を法令から明らかにするとともに、養成研

修の現状について、法令及びサービス管理

責任者等指導者養成研修の研修資料（厚生

労働省）等により、サービス管理責任者等

の研修システムを把握した。 

 サービス管理責任者等の研修に関する

過去の文献として、平成24年度厚生労働省

障害者総合福祉推進事業「障害福祉サービ

ス事業におけるサービス管理責任者養成

のあり方に関する調査」を対象とし、サー

ビス管理責任者等養成における現状と課

題を明らかにした。 

以上の基礎的研究に基づき、ニーズ分析
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と設計の作業を行い、研修体系案と研修プ

ログラム案の作成へつなげる。 
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